
令和５年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業一覧

うち地方創生
臨時交付金

1 下北山村低所得世帯支援事業【非課税世帯給付金】 住民課

【目的・効果】
物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。

【交付金を充当する経費内容】
低所得世帯への給付金及び事務費

【対象者】
R５年度分の住民税非課税世帯

13,370,000 13,370,000 R6.1.9～R6.5.10
184世帯の低所得世帯へ7万円／世帯を給付することで、物価高騰に伴
う負担軽減および生活の維持を図ることができた。

2
下北山村低所得世帯支援事業
【均等割課税世帯給付金】【低所得者の子育て世帯給付金】

住民課

【目的・効果】
物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。

【交付金を充当する経費内容】
低所得世帯への給付金及び事務費

【対象者】
R５年度分の住民税均等割りのみ課税世帯

4,304,495 4,295,000 R6.2.1～R6.9.10
低所得世帯、35世帯および子どもがいる低所得世帯、7世帯に給付す
ることで、物価高騰に伴う負担軽減および生活の維持を図ることがで
きた。

3 地域応援商品券事業 地域振興課

【目的・効果】
原油価格・物価高騰の影響を受け、消費が落ち込んでいることから、地域応援商品券を給付し、
地域経済の活性化を図る。

【交付金を充当する経費内容】
負担金、委託料、役務費、需用費

【対象者】
村民（令和5年12月1日現在住民基本台帳に登録されている者）

6,165,512 6,165,512 R5.12.7～R6.2.29
村民一人当たり１万円の商品券を配布することで、村内の消費を喚起
することができた。
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